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評価調査結果要約表 
 
Ⅰ．案件の概要 
国名：ザンビア 案件名：ザンビア職業訓練拡充計画（A/C） 

分野：職業訓練 援助形態：プロジェクト方式技術協力（A/C） 
所轄部署：社会開発協力部社会開発協力第二

課 
協力金額（評価時点）：7,400 万円 

先方関係機関：科学技術職業訓練省（MSTVT）、技

術教育・職業訓練・起業家育成訓練機構（TEVETA）

日本側協力機関：雇用・能力開発機構 
協力期間 

2001 年 10 月 2 日 
 ～2003 年 10 月 1 日 他の関連協力：プロジェクト方式技術協力「ザンビ

ア職業訓練拡充計画」（1987 年 10 月～1992 年 9 月）

同フォローアップ（1992 年 10 月～1994 年 9 月） 
1. 協力の背景と概要 

ザンビア国（以下ザンビア）の職業訓練分野への我が国の協力として、1987 年 5 月からの 5
年間、複数の公共職業訓練校を対象としたプロジェクト方式技術協力「ザンビア職業訓練拡充計

画」が実施され、続いて 2 年間のフォローアップ協力が行われた。その後、社会情勢は大きく変

化し、市場ニーズに合致した人材の育成が求められる中で、ザンビア政府の政策により、公共職

業訓練校は独立採算性による運営が求められることとなった。 
このような背景のもと、ザンビア政府は日本政府に対し、当初プロジェクト対象であった職業

訓練校のうち、カブエ及びルアンシャ職業訓練校（以下 TTI）を対象に、訓練機能回復に係る機

材の修理・更新と指導員の訓練技術向上及びインカム・ジェネレーション活動（収入創出活動：

訓練の一環として、顧客の注文に対して修理請負や物品製作を行い収入を得る活動）推進のため

のアフターケア協力を要請した。 
 

２．協力内容 
（１）上位目標： 

カブエ TTI において開発された需要に基づく訓練開発システムが、TEVETA を通じて他の職

業訓練施設に広められる。 
（２）プロジェクト目標： 
１）カブエ TTI で、収益増につながるような、需要に基づく訓練コースが実施される。 
２）カブエ TTI で開発された訓練開発システムモデルを実践できるよう、ルアンシャ TTI ラジオ・

テレビ修理科の訓練機材が更新・修理される。 
（３）成果： 
１）カブエ TTI 自動車科の養成訓練コースが改善される。 
２）カブエ TTI 自動車科の向上訓練コースが改善される。 
３）カブエ TTI 自動車科の指導員がニーズ調査の手法及び新しい訓練コース実施に係る技術を

身につけている。 
４）ルアンシャ TTI ラジオ・テレビ修理科の主要な訓練機材が稼動している。 

（４）投入（評価時点） 
日本側：  
 長期専門家派遣   1 名     機材供与    1,197 万円 
 短期専門家派遣   1 名 
相手国側 
 C/P 配置 20 名   ローカルコスト負担 2,000 万クワチャ（約 50 万円） 
 土地・施設提供 カブエ及びルアンシャ TTI  

  



＜評価調査結果要約表 つづき＞ 

Ⅱ．評価調査団の概要 

調査者 
（担当分野：氏名  職位） 
評価企画 大村 文 JICA 社会開発協力部社会開発協力第二課 
評価分析 飯田 春海 ㈱グローバル･リンク･マネージメント社会開発部研究員

調査期間 2003 年 4 月 23 日～2003 年 5 月 5 日 評価種類：終了時評価 
Ⅲ．評価結果の概要 
１．評価結果の要約 
（１）妥当性 
ザンビア政府貧困削減戦略書（Poverty Reduction Strategy Paper; PRSP）において、経済成長にお

ける職業訓練の重要性がうたわれている。また、科学技術職業訓練省（MSTVT）の５ヵ年戦略計

画（2003 年－2007 年）においては、その優先分野として「技能を身につけた人材育成のための多

様なカリキュラム開発」が第１の目標にあげられており、本 A/C の取り組みと合致している。我

が国の対ザンビア国別事業実施計画に照らしても、その援助重点分野の一つ「自立発展に向けた人

材育成・制度構築」において開発課題として職業訓練の改善があげられており、JICA の取り組む

べき重点分野に合致すると言える。 
協力対象であるカブエ TTI 及びルアンシャ TTI を含む公共職業訓練校･施設の置かれている状況

に関しては、TEVET 政策に沿って独立採算制の取れる学校運営が推進されており、政府からの予

算配賦は激減している。このような状況において、本 A/C が目的に据えている市場ニーズに合い、

かつ収入をあげられるような訓練システムの開発は、より必要とされていると言える。 
以上より、ザンビアの開発政策、職業訓練分野の優先事項及び我が国の対ザンビア援助優先課題

に合致し、妥当性は高いと言える。但し、ザンビアの教育セクタープログラムにおいて、本条件の

位置づけは十分に認識されておらず、ザンビア側関係者の効果的な関与を十分に引き出せていない

点が課題として指摘される。 
 
（２）有効性 

カブエ TTI 自動車科においては、専門家による技術移転により指導員の技術レベルが向上し、機

材の整備により訓練実施環境の改善が見られた。また、需要に基づく訓練開発システムを確立する

ためのプロセスとして、市場ニーズ調査、過去のインカム･ジェネレーション活動実績の分析、既

存カリキュラムの精査が行われている。これらの活動はプロジェクト目標である需要に基づく訓練

コースの確立につながるものである。 
また、ルアンシャ TTI ラジオ・テレビ修理科においては、一部回路図等のマニュアルの不備によ

り十分活用されていない機材があるものの、向上訓練の実施に必要な機材及び過去に供与された機

材の修理部品が供与され、向上訓練を実施するための設備環境が整えられており、有効性は高いと

言える。 
 
（３）効率性 
 質問票の回答結果によると、長期専門家の派遣期間、指導内容は適当であったと言える。短期専

門家（車両整備）による指導は、派遣期間の制約から一部不足が見られたが、その後の長期専門家

の指導によって補完されている。機材供与に関しては、過去に供与された機材の修理部品を入れる

ことにより、その再活用が可能となり、旧プロジェクトのフォローアップとしての役割を果たし、

効率よく機能改善が行われた。 
 一方、治安悪化によるルアンシャ TTI への短期専門家（電気･電子機器修理）の派遣延期と同校

ラジオ・テレビ修理科に供与された機材が一部マニュアルの不備により十分活用されていないこと

は、効率性を下げる要因となった。 
 
（４）インパクト 

  



専門家の指導により実習場の環境改善が図られた結果、C/P の職業意識が高まり、訓練の質の向

上に繋がるインパクトが見られた。ルアンシャ TTI においては、専門家の助言により、現在のラジ

オ・テレビ修理科とオフィス機器修理科を電子科という新しい科に統合する構想を持つに至り、よ

り産業のニーズにあった訓練が将来的に提供されるというプラスのインパクトが観察された。 
終了時評価時点では、上位目標にある他の訓練校への訓練システム（カリキュラム改善手法）の

普及は行われていない。残りの協力期間で、普及に先んじて手法の確立を TEVETA の関与のもと

に行うことで、協力終了後、TEVETA による普及が見込まれる。 
 
（５）自立発展性 
カブエ及びルアンシャ TTI において、需要に基づく訓練開発システムは不可欠のものであり、策

定後も活用されていくものと思われる。カリキュラム改訂作業は、これまでカブエ TTI の C/P と専

門家との共同作業で進められており、今後も変わりゆく市場の需要に応じてカリキュラム開発を行

うための技術は移転されているが、この技術をカブエ TTI に留めず、TEVETA に広めることがで

きれば、自立発展性は確保されると思われる。 
財政面について、国からの予算配賦の増加は望めず、学校運営は授業料収入と他のインカム･ジ

ェネレーション活動にさらに頼らざるを得なくなるため、各 TTI に設置されたマネージメント･ボ

ードを中心に、学校運営により一層の工夫が求められている。 
 

 
２．効果発現に貢献した要因 
（１）計画内容に関すること 
政府の政策により、公共職業訓練校が独立採算性に移行されつつあるタイミングにおいて、その

対象であるカブエ TTI 及びルアンシャ TTI に協力を行ったことは、時機を得ており効果的であった

と言える。 
 
（２）実施プロセスに関すること 
機材供与に関し、過去に供与された機材の修理部品を入れることにより、古い機材の再活用が可

能となり、効率的に訓練施設の機能改善を行うことができた。また、カブエ TTI には旧プロジェク

ト期間中の C/P 数名が在籍しており、過去に移転された技術を踏まえて活動が円滑に進められた。

 
 
３．問題点及び問題を惹起した要因 
（１） 計画内容に関すること 

A/C 活動への職業訓練校、施設の上部組織である MSTVT 及び TEVETA の関与が、評価時点で

は十分な状況とは言えなかった。計画時または初期の段階で両者の関与を引き出すための枠組み作

りを行っていれば、ザンビア側のオーナーシップの醸成にもつながり、よりスムーズに A/C の実

施ができたと思われる。また、プロジェクト形式の投入要素がありながら、実質専門家１名が事務

所のサポートを得つつ実施する体制となっていたため、専門家及び在外事務所のロジスティック面

における負担が大きくなった。 
 
（２）実施プロセスに関すること 
大統領選挙後の政府再編成による混乱や TEVETA 担当者の交代により、ザンビア側の本 A/C に

かかる引継ぎに支障があった。専門家と各 TTI 校長やマネージメント･ボード等運営側、及び

MSTVT、TEVETA との間で、進捗を確認するための会議または書面でのやりとりはほとんど行わ

れておらず、十分に情報が共有されていなかった。これら関係者間の意思疎通不足は、プロジェク

ト実施の阻害要因となった。 
 

 

  



４．結論 
A/C は、限定的な投入と活動であったが、ザンビア政府の職業訓練分野における政策及び市場の

ニーズに合致しており、過去に実施された職業訓練拡充計画プロジェクト及びそのフォローアップ

の実績を活かし、特にカブエ TTI の訓練機能を回復した上で技術の向上を図ったことは評価され

る。一方で、プロジェクトの実施に関しては、日本側及びザンビア側関係者間の連絡が十分でなか

ったことが指摘される。 
上位目標の達成に向かうためには、プロジェクト終了までに、需要に基づく訓練開発システムが

開発され、TEVETA が他の職業訓練校・施設に普及させるために必要な措置を取り、その道筋をつ

けることが望まれる。 
 
 
５．提言（当該プロジェクトに関する具体的な措置、提案、助言） 
（１）MSTVT、TEVETA とプロジェクト間の連携を円滑にするため、両者とプロジェクト現場関

係者（専門家、カブエ TTI、ルアンシャ TTI）間で会議を実施することが望まれる。 
（２）カブエ TTI 自動車科を対象として策定される新カリキュラムについて、TEVETA の承認を

得つつ進めるために、定期的に TEVETA 担当者とのカリキュラム検討会議を行うことが重要

である。 
（３）プロジェクト側とザンビア側中央機関との情報の共有のため、MSTVT 及び TEVETA に定期

的にプロジェクト進捗報告書を提出することが望ましい。 
（４）2003 年 8 月を目途に、プロジェクトの成果発表セミナーを実施する。 
（５）専門家は、カブエ TTI 及びルアンシャ TTI のマネージメント・ボードに出席し、学校運営の

改善のための助言を行う。 
（６）機材の整備状況の把握のための機材管理簿、機材が故障した場合に備えて照会先、スペアパ

ーツ調達先リストを作成する。 
 
 
６．教訓（当該プロジェクトから導き出された他の類似プロジェクトの発掘・形成、実施、運営管

理に参考となる事柄） 
（１）プロジェクト実施体制に関し、協力開始初期の段階において、定期ミーティングや進捗報告

書作成の実施要領の確認等、相手国側のオーナーシップを醸成し、プロジェクトを共同でモ

ニタリングできるような仕組みを確立することは重要である。 
（２）専門家及び在外事務所の過度な事務作業の負担を避けるため、必要に応じプロジェクトに事

務要員を配置することは有効である。 
（３）複数の関係者が関与する案件においては、たとえプロジェクト規模の投入がなくとも、指標

を明記した PDM を作成し、協力の枠組み、内容を明確にした上で、その関係者が共通認識

の下でプロジェクトを進めることが重要である。 
（４）セクタープログラムにおける日本の優位性を確保し、ザンビア側の効果的な関与を引き出す

ため、計画時及び実施期間中に該当セクターの状況把握を行う必要がある。 
 

 
 

  



第１章 終了時評価調査の概要 

 
１－１ 調査団派遣の経緯と目的 
国際協力事業団はザンビア共和国（以下、「ザンビア」と記す）に対して、1987 年から 1992 年ま

でプロジェクト方式技術協力「ザンビア職業訓練拡充計画」を実施し、高等教育省技術教育・職

業訓練局（DTEVT）と 5 カ所の職業訓練校の計 6 カ所の職業訓練施設を対象に技能者の育成に協

力した。5 年間の協力終了後は、テキスト作成などに係る技術移転が遅れていた DTEVT、カブ

エ職業訓練校、北部技術専門学校の 3 カ所に対して、1994 年 9 月まで 2 年間のフォローアップ

を実施した。 
協力終了後、各職業訓練施設は独力で訓練を実施し、ザンビアの人材育成に多大な貢献をしてきた

が、訓練機材は老朽化し、一方では政治体制の変革や構造調整政策による経済の自由化で民間企業の

訓練ニーズが変化したことに十分対応できない状況になっていた。かかる状況下で、ザンビア政府

は、民間の意見を取り入れて国の経済発展に資する技術訓練を実施するため、1996 年に技術教

育・職業訓練・企業家育成訓練（TEVET）政策を発表し、TEVET 法 No.13（1998 年）に基づい

て、同政策の実施機関として技術教育・職業訓練・企業家育成訓練機構（TEVETA）を設立した。

この TEVET 政策の実施により、各訓練校では、従来の訓練に加え、企業家育成訓練の実施、独

立採算運営を目指したインカム・ジェネレーション活動の積極的推進が求められるようになった。 
こうした状況を踏まえ、2000 年 9 月、ザンビア政府は我が国に対し同プロジェクトに係るアフタ

ーケア協力を要請してきた。これを受け、国際協力事業団は要請の背景を調査し、協力の必要性を確

認するとともに、協力の具体的内容を協議することを目的として、2001 年 1 月にアフターケア調査

団を派遣の上ミニッツ署名を取り交わして、同年 10 月から 2 年間の計画で「ザンビア職業訓練拡充

計画（A/C）」を開始した。 
本調査団は、協力期間の終了（2003 年 10 月）を約半年後に控え、アフターケア協力の成果を把握

するとともに協力期間終了までの活動及び協力期間終了後の成果の活用計画について、ザンビア国側

と協議することを目的に現地へ派遣された。 
  
１－２ 調査団の構成と調査期間 
（１） 団員構成 
 評価企画 大村 文 JICA 社会開発協力部社会開発協力第二課 
 評価分析 飯田 春海 ㈱グローバル･リンク・マネージメント 
     社会開発部研究員（コンサルタント） 
 
（２） 調査期間 

2003 年（平成 15 年）4 月 23 日～5 月 5 日（現地 4 月 24 日～5 月 4 日） 
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月日 曜日 行程／活動 実施場所

1 4月22日 水
成田発(BA008)
ロンドン着
ロンドン発(BA255)

2 4月23日 木
ルサカ着
在ザンビア日本国大使館表敬訪問
JICAザンビア事務所、赤羽根専門家との打ち合わせ

ルサカ

3 4月24日 金
科学技術職業訓練省（MSTVT）、技術教育・職業訓練・起
業家育成訓練機構（TEVETA）表敬訪問、ヒアリング
ルサカ職業訓練校訪問

ルサカ

4 4月25日 土 団内打ち合わせ ルサカ

5 4月26日 日 団内打ち合わせ、カブエに移動 ―

6 4月27日 月
カブエ職業訓練校訪問、専門家・C/Pからのヒアリング
カブエマネージメント・ボードメンバーとの協議
カブエ市内自動車整備工場視察

カブエ

7 4月28日 火
ルアンシャ職業訓練校訪問、専門家・C/Pからのヒアリング
ルサカマネージメント・ボードメンバーとの協議
ルサカに移動

ルアンシャ

8 4月29日 水
ミニッツ協議
ミニッツ署名・交換

―

9 4月30日 木 団内打ち合わせ ルサカ

10 5月1日 金
在ザンビア日本国大使館への報告
JICAザンビア事務所への報告

ルサカ

11 5月2日 土 団内打ち合わせ ルサカ

12 5月3日 日
ルサカ発 (BA254)
ロンドン着
ロンドン発(JL402)

―

13 5月4日 月 成田着

※ ミニッツ署名・交換は当初 5 月 2 日を予定していたが、現地入り後、ザンビア側署名者の都合

により、4 月 30 日に変更となった。 
 

 

（３） 主要面談者 
①科学技術職業訓練省（MSTVT） 

Mr. Mwamaka L. Mulaga  Director, Planning and Development 
Mr. Paul Zambezi   Director, Science & Technology 
Mr. Aaron V.J. Ndhlovu   Assistant Director, Planning & Development Department  
Ms. S. Kaulure   Chief TEVET Officer 
Ms. Jane Hadongo   Chief Planner 
Mr. M. C. Kaluba   Senior Planner 
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②技術教育・職業訓練・起業家育成訓練機構（TEVETA） 
ent 

ards, TEVETA 

管理） 

 Curriculum Development Specialist 
e 

onbe
ng Specialist 

 

③カブエ職業訓練校 

a   Principal 
ipal 

ment, Engineering 
ー ） 

 Chairman  
er 

we 

a 

 

④ルアンシャ職業訓練校  

o  Principal 
 dent 

ent, Engineering 
on 

） 
 Vice Boards Chairperson 

 
⑤ルサカ職業訓練センター 

 Principal 

構造物鉄鋼・溶接） 
 
⑥在ザンビア日本国大使館 

 二等書記官 

 

⑦JICA 専門家 
   訓練管理（自動車）長期専門家 

 

Mr. David C. Chakonta   Director, Developm
Mr. Eustarckio Kazonga   Director, Training Stand
Mr. D.R. Mushala   Liaison Manager, TEVETA 
上垣 英三    シニアボランティア（経営

（カリキュラム検討チーム） 
Mr. Gabriel S/ Konayuma 
Mr. Rudo Aongola Mashek  Specialist, Quality Assurance  
Ms. Alice Mwandawamufu K   Manager, Quality Assurance 
Ms. Victor M. Nkole   Apprenticeship & Trade Testi

Mr. Festus M. Hatyok
Mr. Andrew K. Sayila   Vice Princ
Mr. Titus E. Makesa   Head of Depart
（マネージメントボ ド

Mr. B.B. Shonga  
Ms. C. Kaminsa   Boards memb
Mr. A.M. Sinyang   Boards member 
Mr. Emmanuel Mwansa   Boards member 
Mr. Kelvin Chitumbo   Boards member 
Mr. Gilbert Lungu   Boards member  
Mr. Japhet Chumvw   Boards member 
Ms. Rhoda Simwangala   Boards member 

Mr. Samuel Haankombo Moy
Mr. Everisto Kapembwa Chanda  Vice Presi
Mr. Moses K. Munsanje   Head of Departm
Mr. Edwin K. Mubita   Lecturer, Radio & TV Repair Secti
（マネージメントボード

Ms. Mmlgmas M. Chitota 
Mr. Evans J. Chilufya   Boards member 

Mr. T.C. Kampamba  
Mr. Dickson Ngosa   Vice Principal 
上村 實    シニアボランティア（

財津 知亨   

赤羽根 昇 
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⑧JICA ザンビア事務所 
  所長 佐々木克宏  

境 勝一郎    次長 
濱岡 伯士    所員 
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第２章 終了時評価の方法 

 
２－１ マスタープラン 
本 A/C による技術協力は、投入が限定された 2 年間のアフターケアであり、PDM についてはナラ

ティブサマリー（要約）のみを作成してマスタープランとしている（表２－１参照）。そのため、終

了時評価にあたっては PDMe は作成せず、評価グリッドの評価項目に基づいて行った（表２－２参

照）。1 
 

表２－１ マスタープラン 

上位目標：カブエ TTI において開発された需要に基づく訓練開発システムが、TEVETA を通じて他

の職業訓練施設に広められる。 

 

プロジェクト目標： 

（１） カブエ TTI で、収益増につながるような、需要に基づく訓練コースが実施される。 

（２） カブエ TTI で開発された訓練開発システムモデルを実践できるよう、ルアンシャ TTI ラジ

オ・テレビ修理科の訓練機材が更新・修理される。 

成果： 

（１） カブエ TTI 自動車科の養成訓練コースが改善される。 

（２） カブエ TTI 自動車科の向上訓練コースが改善される。 

（３） カブエ TTI 自動車科の指導員がニーズ調査の手法及び新しい訓練コース実施に係る技術を

身につけている。 

（４） ルアンシャ TTI ラジオ・テレビ修理科の主要な訓練機材が稼動している。 

活動： 

（１） 企業が自動車分野で必要としている人材及び訓練内容を調査する。 

（２） カブエ TTI 自動車科の養成訓練コースを、企業が必要としている技術を身につけた人材を育

成出来るよう内容に改訂する。 

（３） カブエ TTI 自動車科の養成訓練コースを、企業ニーズ調査の結果に基づき改訂する。 

（４） カブエ TTI 自動車科の指導員に対し、改訂された養成訓練コース及び向上訓練コースを実施

することができるよう指導する。 

（５） 実習機材とするため、企業や個人から自動車科修理サービスを請け負うことができないか調

査する。 

（６） 自動車サービス請負システムを開発する。 

（７） ルアンシャ TTI ラジオ･テレビ修理科の主要訓練機材に関し、スペアパーツ補充又は更新を

行う。 

（８） プロジェクトの成果を評価し、科学技術職業訓練省（MSTVT）と TEVETA に対して必要な

情報提供及び提言を行う。 

                                                        
1 PDMe が無くとも評価用の指標は設定することが有効であったが、その際に必要となる現地関係者間で承認、協議

するための十分な時間的余裕が設けられず、見送った。 



２－２ 主な調査項目と情報・データ収集方法 
調査は、以下の評価グリッド（表２－２）に基づいて行った。同グリッドの項目に沿って、必要な

文献・資料の収集及び整理を行い、本邦で入手できないものについては、現地調査に先立ち、JICA
在外事務所を通じて資料の収集を依頼した（付属資料２「評価グリッド（調査結果表）」、付属資料３

「収集文献・資料一覧」参照）。また、プロジェクト関係者への質問表を作成の上、日本人専門家、

ザンビア側 C/P として MSTVT 計画・開発部長、TEVETA 開発部長、同訓練基準部長、カブエ TTI
校長、副校長、自動車科長、ルアンシャ TTI 校長、副校長、ラジオ・テレビ修理科長の計 10 名の対

象者に対し事前に送付した。現地調査においては、日本側、ザンビア側プロジェクト関係者へのイン

タビューを実施した。以上、収集資料の分析、質問表及びインタビューの回答結果をもとに、プロジ

ェクトの実績、実施プロセス、評価 5 項目について分析を行った。 
 
 

表２－２ ザンビア職業訓練拡充計画 A/C 評価グリッド 
Ａ．実績 

評価項目 確認事項 情報源 留意点 
A.1 上位目標の

達成見込み 
A.1.1 訓練開発システム（インカムジェネレー

ションを取り入れた訓練カリキュラム策

定手法）の策定状況 
A.1.2 同システムの TEVETA への適用状況

・ 進捗状況報告書 
・ 専門家、TEVETA へのイ

ンタビュー 

・ 訓練開発システムへ

の TEVETA 側の関

心 
・ 事務所側の事後サ

ポート 
A.2 プロジェク

ト目標達成

度 

A.2.1 カブエ TTI で収益増につながる需要

に基づく訓練コースの実施状況 
A.2.2 上記モデルを実践するためのルアン

シャ TTI ラジオ・テレビ修理科の訓練

機材の更新・修理状況 

・ 進捗状況報告書 
・ 専門家、C/P へのインタビ

ュー 
・ 現場視察 

・ 訓練コースの持続性

・ ルアンシャ TTI への

適用可能性 

A.3 成果の達成

度 
A.3.1 カブエ TTI 自動車科の養成訓練コー

スの改善度合い 
A.3.2 同科の向上訓練コースの改善度合い

A.3.3 同科の指導員のニーズ調査の手法及

び新しい訓練コース実施状況 
A.3.4 ルアンシャ TTI ラジオ・テレビ修理科の

主要な訓練機材の稼働状況 

・ 進捗状況報告書 
・ 作成テキストの資料確認 
・ 専門家、C/P へのインタビ

ュー 
・ 現場視察 

・ コース改善前、改善

後の比較 
・ 指導員の能力向上

状況 
・ ルアンシャ TTI の機

材稼働状況 

A.4 投入の実績 A.4.1 専門家数、供与資機材、運営経費、

総経費 
・ 進捗状況報告書、専門

家、TEVETA インタビュー 
 

 

 

Ｂ．実施プロセス 

評価項目 確認事項 情報源 留意点 

B.1 活動の進捗状

況 
B.1.1 活動は計画通りに行われたか ・ 進捗状況報告書 

・ 専門家、事務所、C/P へ

のインタビュー 

・ これまでの活動実施状況と

今後の予定等 

・ 活動が予定通りでない場

合、その阻害要因の把握
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・ 短期専門家派遣遅れの影

響 

B.2 モニタリング

の実施状況 
B.2.1 モニタリングの仕組み 
B.2.2 マスタープランの活用度合い、

他 

・ 進捗状況報告書 

・ 専門家、事務所、C/P へ

のインタビュー 

・ 活動を定期的にモニター

する仕組みがあったか。 

・ PO の活用状況 

B.3 専門家と C/P
の関係性 

B.3.1 コミュニケーションの状況 
B.3.2 課題への共同作業による取り組

み 

・ 専門家、事務所、C/P へ

のインタビュー 

・ カブエ TTI・ルアンシャ TTI 

CP との関係 

・ 同マネージメントボードとの

関係 

B.4 相手国実施機

関のオーナシ

ップ 

B.4.1 実施機関による関与の度合い

B.4.2 予算割り当て等の支援状況 
・ 進捗状況報告書 

・ 事務所提供資料 

・ MSTVT、TEVETA 資料

・ MSTVT、TEVETA の関与

の度合い 

・ 事務所のサポートなど 

 
 
Ｃ．評価５項目 

１．妥当性 

評価項目 確認事項 情報源 留意点 

1.1経済状況及び

国 家 開 発 政

策から見た上

位目標、プロ

ジ ェ ク ト 目 標

の妥当性 

1.1.1 国家開発政策との

整合性 
 

・ 国 家 開 発 計 画 、

PRSP ペーパー 

・ MSTVT 、 TEVETA

インタビュー 

・ 国家開発計画における職業訓練教育

の位置づけ 

・ ザンビア経済開発における重点分野

と A/C 協力分野の関連性 

1.2 職業訓練セク

ター開発政策

から見たプロ

ジ ェ ク ト の 妥

当性 

1.2.1 職業訓練セクター

開発計画との整合

性 
1.2.2 職業訓練における

訓練機関の役割 

・ TEVET 開 発 計 画

（TDP）の内容 

・ MSTVT 、 TEVETA

インタビュー 

・ 職業訓練セクターにおけるクラフトマン

レベル訓練の位置づけ、カブエ職業

訓練校・ルアンシャ職業訓練校の位置

づけ 

・ 職業訓練教育開発においてカブエ職

業訓練校に期待されている役割 

・ MSTVT、TEVETA、カブエ職業訓練

校・ルアンシャ職業訓練校への国家の

予算配分 

・ 職業訓練分野の民営化の方針と動向

1.3 市場ニーズか

ら見たプロジ

ェ ク ト の 妥 当

性 

1.3.1 産業界のニーズと

の整合性 
1.3.2 雇用状況との整合

性 

・ TEVETA インタビ

ュー 

・ カブエ TTI 校長イ

ンタビュー 

・ A/C 協力分野の技術者の充足度 

・ カブエ TTI 自動車科訓練生の就職状

況 

・ カブエ TTI 自動車科、ルアンシャ TTI

ラジオ･テレビ修理科に対するザンビ

ア産業界の期待 
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1.4 わが国の援助

事業としての

妥当性 

1.4.1 日本の援助政策、

国別事業実施計画

との整合性 
1.4.2 日本の優位技術の

活用 

・ ザンビア国別事業

実施計画 

・ TEVETA 、カブ エ

TTI 校長インタビュ

ー 

・ 日本の職業訓練分野支援の実績、対

象技術分野の優位性 

・ プロ技、フォローアップ終了後の技術

的蓄積の有効活用 

 

２．有効性 

評価項目 確認事項 情報源 留意点 

2.1 プロジェクト目

標の達成状況

と見込み 

2.1.1 プロジェクト目標(1)
の達成度状況 

2.1.2 プロジェクト目標(2)
の達成度状況 

・ 実績表 

・ 専門家、C/P への

インタビュー 

・ 進捗状況報告書 

・ 訓練開発システム（インカムジェネレ

ーションを取り入れた訓練カリキュラ

ム策定手法）による訓練校の収入向

上と持続性の関係性 

・ 同システムのルアンシャ TTI への適

用可能性 

2.2 プロジェクトの

有効性 
2.2.1 プロジェクト実施によ

る訓練校の運営全般

状況 

・ 実績表 

・ 専門家、C/P への

インタビュー 

・ 進捗状況報告書 

・ 訓練カリキュラム、教材の改善実績 

・ C/P の質の向上、生徒の習得技術の

向上実績 

・ 訓練コースへの応募者数、卒業率 

・ 卒業生の就職状況 

2.3 他職業訓練校

との比較 
2.3.1 他職業訓練と比較し

た場合の優位性 
・ ル サ カ 職 業 訓 練

校 

・ 専 門 家 、 C/P 、

MSTVT へのイン

タビュー 

・ 専門性、地域性、将来性 

2.4 プロジェクト実

施の有効性へ

の阻害・貢献

要因 

2.4.1 成果がプロジェクト

目標につながるのを

阻害した要因 
2.4.2 成果以外でプロジェ

クト目標の達成に貢

献した要因 

・ 四半期報告書 

・ 専門家、C/P への

インタビュー 

・ 進捗状況報告書 

・ 短期専門家派遣見合わせの影響 

・ 実施プロセス 

・ 機材供与状況、他 

 

３．効率性 

評価項目 確認事項 情報源 留意点 

3.1 成果の達成度

と投入の状況 
・ 各成果の達成状況 

・ 投入の質と量、タイミ

ング、活用度合い 

・ プロジェクト進捗

状況報告書 

・ 専門家、C/P イン

タビュー 

・ プロジェクト資料

・日本側投入、ザンビア側投入 

・ 専門家（長期、短期）の派遣時期、

指導内容が適当であったか 

・ 機材の選定、供与時期は適当であ

ったか、その活用状況 

・現地業務費は有効に使われたか 

・ C/P の配置完了時期、その定着率
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3.2 実施済み及び

実施中の技術

協力との 

3.2.1 プロ技、F/U からの

継続性 
3.2.2 シニア海外ボランテ

ィアとの連携 

・ JICA 事務所イン

タビュー 

・ 専門家、C/P イン

タビュー 

・援助の相乗効果があったか 

・重複協力がなかったか 

・ フォローアップとしての役割を果

たしたか 

3.3 効率性に影響

を与えた要因 
3.3.1 他ドナーの職業訓練

分野支援実績 
3.3.2 開発政策の変更等 

・ MSTVT、TEVETA

インタビュー 

・ 専門家、C/P イン

タビュー 

・ 重複協力がなかったか 

・ セクタープログラムの進捗が影響

を与えたか 

 
４．インパクト 

評価項目 確認事項 情報源 留意点 

4.1 カブエ及びル

アンシャ TTI
へのインパク

ト 

4.1.1 訓練校運営へのイン

パクトの有無 
4.1.2 C/P の業務状況  

・ 専門家インタビュ

ー 

・ カブエ TTI C/P ア

ンケート 

・ 時間厳守、整理整頓 

・ 自主性の向上 

・ 供与機材管理状況 

4.2 他の職業訓練

校へのインパ

クト 

4.2.1 他訓練校へのインパ

クトの波及状況 
・ TEVETA 、 専 門

家、C/P インタビュ

ー 

・ 他訓練校との技術交換の有無 

・ 他訓練校からの視察等 

4.3 日本の協力に

対する評価 
4.3.1 日本の技術協力に対

するザンビア側へのイ

ンパクト 

・ JICA 事務所インタ

ビュー 

・ 専門家インタビュ

ー 

・ 職業訓練分野政策への影響力の有

無 

・ 類似協力案件を持つ他ドナーの評

価 

 
５．自立発展性 

評価項目 確認事項 情報源 留意点 

5.1 組織・制度的

側面 
5.1.1 組織体系 

5.1.2 人材 

5.1.3 制度 

・ MSTVT 、 TEVETA

インタビュー 

・ 専門家、C/P インタビ

ュー 

・ 訓練校の独立採算性への移行政策

が TEVETA により今後も進められるか

・ 訓練校運営の必要な人材が確保され

るか。 

・ カリキュラム改訂委員会は軌道に乗っ

ているか。 

・ TEVETA 基金の設立による影響 

5.2 財政的側面 
 

5.2.1 ザンビア政府及び

TEVETA より訓練

校運営のための財

政的支援が得られ

るか 

・ 専 門 家 、 C/P 、

MSTVT 、 TEVETA

インタビュー 

・ ＰＲＳＰ、政府資料他

・ 政府からの財政支援が今後も得られ

るか。 

・ 訓練校の財政管理能力 

・ インカム活動収益で訓練校運営費の

不足分を補えるか。 

・ TEVETA 基金の設立による予算的補

助 
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5.3 技術的側面 
 

5.3.1 移転された技術の

定着状態 
5.3.2 施設・機材の整

備、公信、保守管

理体制 

・ 専門家、C/P インタビ

ュー 

・ カブエ TTI における訓練カリキュラム

の更新 

・ 供与機材の C/P による保守管理 

・ 訓練を受けた C/P の定着 
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第３章 調査結果 

 
３－１ 現地調査結果 
３－１－１ 文献資料収集 
資料の収集状況は、付属資料３「収集文献・資料一覧」のとおりである。収集対象先は、ザンビア

政府の本 A/C 担当省庁 MSTVT、職業訓練校・施設の監督機関である TEVETA、アフターケアの実施

対象校カブエ TTI 及びルアンシャ TTI（共にマネージメント・ボード含む）、及び日本側関係者とし

て、日本人専門家、JICA 事務所である（表３－１参照）。 
 

表３－１ 必要収集項目 

収集対象 主な項目 

MSTVT 同省の職業訓練分野の政策及び実施計画 

TEVETA 政策、業務実施計画及び業務実績、TDP 業務実施計画及び実績

カブエ TTI、ルアンシャ TTI 訓練実施状況、訓練校運営状況、今後の活動計画 

日本人専門家 活動実績全般、産業ニーズに基づく訓練コース開発システム策

定進捗状況 

JICA ザンビア事務所 プロジェクト進捗報告書、供与機材リスト 

 
 
３－１－２ 質問表の回収 
現地調査前に、日本人専門家、ザンビア側 C/P として MSTVT 計画・開発部長、TEVETA 開発部長、

同訓練基準部長、カブエ TTI 校長、副校長、自動車科長、ルアンシャ TTI 校長、副校長、ラジオ・

テレビ修理科長の対象者 10 名に対し、 JICA ザンビア事務所を通じて質問票を送付していたが、回

収できたのは TEVETA 訓練基準部長、カブエ TTI 校長、ルアンシャ TTI 校長からの 3 通のみであっ

た。回答数が限定されたことについては、関係者間で本評価に関して事前の理解が十分でなかったた

めと思われる。MSTVT に対しては、評価調査団が現地到着後に、再度、説明し理解を求めたが、多

忙であったため、提出には至らなかった。 
 
３－１－３ インタビューの実施 

MSTVT、TEVETA、カブエ TTI 及びルアンシャ TTI（マネージメント・ボード含む）、及び日本人

専門家に対して、インタビューを行った。また、1999 年 4 月より 2 年間個別専門家（職業訓練：構

造物鉄鋼、溶接）が派遣されており、現在もシニアボランティアによる協力が行われているルサカ職

業訓練センター（VTC）の関係者及びシニアボランティア、TEVETA に派遣されているシニアボラ

ンティアに対してもインタビューを行うことができた。 
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３－２ プロジェクトの実績 
３－２－１ 投入の実績 
終了時評価時点の日本及びザンビア側の投入実績は以下のとおりである。 

 
ア. 日本側投入 

専門家派遣 

・長期専門家 1 名：「訓練管理（自動車）」24 ヶ月（2001.10.2～2003.10.1） 

・短期専門家 1 名：「車両整備」1 ヶ月（200210.19～2002.11.16） 

*ルアンシャ TTI へ派遣予定の短期専門家「電気･電子機器修理」1 名は安

全上の理由から、現在は派遣を延期している。 

機材供与 

・カブエ TTI 及びルアンシャ TTI に対して、訓練活動に必要な機材供与を

行った。本邦調達供与機材：8,190,000 円、現地調達機材：3,781,700 円

で、合計額：11,971,700 円である（機材リストは、付属資料１：ミニッ

ツの Annex3.4 及び 3.5 参照）。 

 

イ．ザンビア側投入 

Ｃ/Ｐ配置 

1.プロジェクト・ディレクター：MSTVT 開発部長 

2．プロジェクト・マネージャー：カブエ TTI 校長（サイト・マネージャ

ー）、TEVETA 開発部長、TEVETA 訓練基準部長 

3.カブエ TTI 訓練実施担当者：カブエ TTI 副校長、カブエ TTI 自動車科長、 

カブエ TTI 自動車指導員（9 名） 

4.ルアンシャ TTI 訓練機材リハビリ担当者：ルアンシャ TTI 校長、 

ルアンシャ TTI 副校長、ルアンシャ TTI ラジオ・テレビ修理科長、 

ルアンシャ TTI ラジオ・テレビ修理科指導員 

以上の合計 20 名が配置された（名前、期間は付属資料１：ミニッツの

Annex3.6 参照）。 

ローカルコスト負

担 

MSTVT 側より、プロジェクト開始時に、カブエ TTI にローカルコストと

して、2,000 万クワチャ（約 50 万円）が支出されている。 

土地・施設の提供 カブエ TTI 及びルアンシャ TTI 

 

 
３－２－２ 成果の達成状況 
２－１のマスタープランにあげられた各成果の達成状況について、以下のとおり検証を行った。 
 

成果（１）カブエ TTI 自動車科の養成訓練コースが改善される 

下記 2 点において、養成訓練コースの改善が行われつつある。 
① 供与機材による訓練環境整備及び専門家による自動車科指導員への巡回指導の結果、訓練コ

ース実施に必要な機能が整えられ、指導員の技術レベルが向上した。 
② 産業ニーズに基づく訓練コース改善をめざし、「過去のインカム・ジェネレーション活動の実

績把握」、「産業ニーズ調査用アンケート様式の作成」、「現状のカリキュラム精査」が実施さ
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れ、その結果に基づく提言がカブエ TTI に対し行われた。 
 

成果（２）カブエ TTI 自動車科の向上訓練コースが改善される 

上記成果（１）の①及び②に挙げられた活動の結果を反映し、徐々に産業ニーズに適応した訓練

の提供が行われており、コース内容は改善されつつある。 
 

成果（３）カブエ TTI 自動車科の指導員がニーズ調査の手法及び新しい訓練コース実施に係る技術を

身につけている 

下記の 2 点において、指導員に対して技術の習得が行われた。 
① 指導員によるカリキュラム検討委員会が創設され、成果（１）②の活動を通して長期専門家

より実施指導が行われた。 
② 短期専門家により、電子燃料噴射に係る技術移転が行われた。時間の制約により同専門家が

実施できなかった電子制御式走行機器（制動装置＝ABS、動力伝達装置＝A/T）についての指

導は長期専門家によりフォローが行われている。 
 

成果（４）ルアンシャ TTI ラジオ・テレビ修理科の主要な訓練機材が稼動している 

本邦調達機材のうち、テレビ及びラジオ教材の一部が回路図の欠落により十分に稼動していない。

必要な回路図は現在取り寄せ中であり、協力期間修了までに活用される見込みである。 
 
３－２－３ プロジェクト目標の達成状況 
本 A/C においては、二つのプロジェクト目標が設定されており、その達成状況は以下のとおりで

ある。 
 

プロジェクト目標（１）カブエ TTI で、収益増につながるような、需要に基づく訓練コースが実施さ

れる 

現状において、需要に基づく訓練コースは実施されていない。しかし、自動車科における需要

に基づく訓練開発システムの策定準備はカリキュラム検討委員会の活動により進められており、

協力期間終了前に完成し、同 TTI へ導入されることとなっている。 

 

プロジェクト目標（２）カブエ TTI で開発された訓練開発システムモデルを実践できるよう、ルアン

シャ TTI ラジオ・テレビ修理科の訓練機材が更新・修理される 

ルアンシャ TTI に必要な機材が供与されているが、テレビ・ラジオ教材の回路図が欠けていた

ため、現状では十分に活用されていない。また、2002 年度に予定されていた短期専門家（電気・

電子機器修理）の派遣が安全上の理由により延期となったため、直接的な技術指導による改善は

行われていない（短期専門家は安全状況を再確認の上で 2003 年度派遣が検討される予定）。 
 
３－２－４ 上位目標の達成状況 
上位目標及びその達成に向けた可能性は以下の通りである。 
 

上位目標 カブエ TTI において開発された需要に基づく訓練開発システムが、TEVETA を通じて他の
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職業訓練施設に広められる 

需要に基づく訓練開発システムの策定過程途上にあり、協力期間終了までに作業を終了予定で

ある。終了時評価時点までの作業段階では TEVETAの関与がほとんどなかったが、今後は TEVETA
のカリキュラム開発委員会との共同作業により、訓練開発システムを完成させ、TEVETA により

他訓練校への普及を図っていくことで関係者間の合意を得た。 
 
３－３ プロジェクトの実施プロセス 

プロジェクトの実施プロセスに関して、以下が留意点として確認された。 
（１） プロジェクトの活動は、長期専門家が作成した活動実施計画表（PO）に沿って実施された（付

属資料１：ミニッツの Annex２参照）。PO 上で計画された活動は、概ね予定どおりに実施さ

れているが、需要に基づく訓練開発システムの策定作業は完了しておらず、また、ルアンシ

ャ TTI への短期専門家派遣は安全上の理由から、現在は延期されている。 
（２） プロジェクトのモニタリングに関しては、上述の PO が日本側、ザンビア側で十分共有され

ておらず、進捗状況の確認を行うプロジェクト関係者間（MSTVT、TEVETA、カブエ TTI、
ルアンシャ TTI、日本人専門家、JICA 事務所）の合同会議も 2003 年 4 月になって初めて開

催された状況であった。 
（３） カブエ TTI において、日本人専門家と指導員レベルでのコミュニケーションは十分に図られ

ていたが、校長やマネージメント・ボード等の運営側とのコミュニケーションは十分とは言

えなかった。また、プロジェクト側（日本人専門家及び C/P）から MSTVT 及び TEVETA 側

に対して、定期的な進捗報告がなされていなかったとの指摘がザンビア側よりあった。 
（４） ザンビア側のオーナシップに関し、カブエ TTI において、指導員レベルでのプロジェクトへ

の参画は十分に行われていたが、校長やマネージメント・ボード等の運営側、MSTVT 及び

TEVETA 側の参画は十分とは言えなかった。 
（５） 長期専門家が赴任したカブエにおいて、住居への水、電気及び電話線の確保に時間を要し、

生活基盤の整備に多大な時間と労力が必要とされた。 
（６） 通常のプロジェクトより量は少ないが、短期専門家派遣、機材供与、現地業務費というプロ

ジェクトタイプの投入がありながら、その実施において支援要員が不在であったことから、

特にロジスティック面における業務が専門家及び在外事務所双方にとって大きな負担となっ

た。 
（７） 協力期間中にザンビアでは大統領選挙が実施され、新大統領のもとに政府組織の改編がなさ

れた。それに伴う人事移動や、TEVETA においてＣ/Ｐが交替した際の業務の引継ぎが適切に

行われなかったこと等により、ザンビア政府側の十分な支援を得られない状況が生じた。 
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第４章 評価結果 

 
４－１ 評価５項目の評価結果 
４－１－１ 妥当性 
（１）ザンビア職業訓練政策との妥当性 

2002 年 4 月に策定されたザンビア政府貧困削減戦略書（Poverty Reduction Strategy Paper : PRSP）に

おいて、同国の経済成長における職業訓練の重要性がうたわれており、職業訓練分野の本 A/C 協力

は PRSP との整合性があることが認められた。職業訓練の担当省庁である科学技術職業訓練省

（MSTVT）においては、その 5 ヵ年戦略計画（2003 年～2007 年）の中で、「フォーマルセクター及

びインフォーマルセクターにおいて増加する生産力に対応するため、技能を身につけた人材を育成す

る多様なカリキュラムを開発」を第１の目標に位置づけており、市場ニーズに即したカリキュラム改

善手法の開発を目標とする本 A/C 協力の取り組みと合致している。 
ザンビアにおいては、人材開発を通して社会経済発展に寄与するためにTEVET政策が発表され（そ

の後 1998 年に TEVET 法制定）、同政策の実施機関として 2000 年に MSTVT 傘下に TEVETA が設立

された。ザンビア政府と TEVETA は、TEVET 政策推進のための具体的な行動計画として 2001 年に

TEVET 開発計画（TEVET Development Programme：TDP）を策定し、世界銀行を中心とした各国ドナ

ーからの支援を受けて、同国のセクタープログラムの 1 つとして実施している。TDP は「TEVETA
システムを開発し、質が高く、自立発展性があり、かつニーズに根ざした訓練システムを確立するこ

とにより、フォーマルセクター及びインフォーマルセクターにおける技術の向上を図ること」を目的

としており、その活動項目の 1 つに「訓練システム、トレードテスト及び各種試験」をあげている。

2003 年の TDP 年間活動計画の中では、「2004 年までにカリキュラム開発システムの改善を行う」と

いう目標が明示されており、本 A/C において、カブエ TTI をモデルとして実施しているカリキュラ

ム改善システムの開発が役立てられることが期待される。 
以上のことより、本 A/C 協力は国家開発計画に相応する PRSP、職業訓練分野を所管する MSTVT

の目標及び TEVET 政策に合致し、職業訓練政策を実施する TDP の枠組みにも組み込まれている。

したがって、ザンビアの職業訓練政策と整合性が高いとの観点において、妥当性は高いと言える。但

し、TDP 全般から見た本 A/C の位置づけは限定的である。また、同国の教育セクタープログラムに

おいて、本案件の位置づけは十分に認識されておらず、よってザンビア側関係者の関与を十分に引き

出せていない状況である。 
 プロジェクトサイトであるカブエ TTI 及びルアンシャ TTI を含む公共職業訓練校は、TEVET 政策

に沿って独立採算制のとれる学校運営が推進されていることから、MSTVT からの予算配賦が激減し

ている（MSTVT 下全訓練施設に対するリカレントコスト：教職員給与等合計：2002 年

US$2,641,249→2003 年 US$1,057,973：約６割減）。したがって、本 A/C が目的に据えている市場ニー

ズに合い、かつ収入をあげられるような訓練システムの開発は、公共職業訓練校のおかれた現状にお

いて、より緊急に必要とされる。 
 
（２）プロジェクト対象校選定の妥当性 

プロジェクトのサイト選定に関しては、カブエ TTI は自動車科の、ルアンシャ TTI はラジオ・テ

レビ修理科のそれぞれ専門校といわれている。カブエ TTI は、自動車修理にかかる設備については
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高い水準を維持している。一方で、現状では、両校共実際に他校に対し直接的に便益を広めるほどの

影響力は見られない。本 A/C が、あくまでもカブエ TTI を一モデルとして「市場ニーズに基づくイ

ンカム・ジェネレーション活動を取り入れた訓練カリキュラムの改善手法」を開発し、将来的にはそ

の手法が TEVETA を通じて、他の職業訓練校・施設に広められれば、ザンビアの職業訓練分野への

貢献は大きく、その選定の妥当性について問題はなかったと結論づけられる。 
 
（３）日本の協力としての妥当性 
我が国の対ザンビア国別事業実施計画の 5 つの援助重点分野の 1 つに「自立発展に向けた人材育

成・制度構築」があり、その開発課題として職業訓練の改善があげられている。主に「職業訓練が労

働市場のニーズに対応していない」問題の解決のために、フォーマルセクターの労働市場のニーズに

対応した職業訓練の支援、職業訓練校の運営基盤強化支援に重点が置かれていることから、本 A/C
の協力内容は JICA の取り組むべき重点分野に合致すると言える。 
 技術面での日本の協力の優位性に関し、本 A/C はザンビアの公共職業訓練校・施設の技術レベル

の向上を目的として 1987 年より 5 年間実施されたプロジェクト方式技術協力と、それに引き続き 2
年間実施されたフォローアップの実績を踏まえて開始されたものである。同分野において日本の有す

る高い技術レベルにより、一貫して公共職業訓練校を対象に協力を行ったことは効果的で、妥当性は

あったと言える。一方で、本 A/C 開始後に活動が本格化した TEVETA 及びその支援計画である TDP
の中では、現状の職業訓練分野において、インフォーマル・セクターにより重点が置かれており（全

国民の 7 割に及ぶ貧困層の削減のため）、公共職業訓練校の属するフォーマル・セクターの比重は相

対的に低下している。このことから、本 A/C の貢献度は職業訓練分野全般に及ぶものではないこと

を付記しておく。 
 
４－１－２ 有効性 

カブエ TTI 自動車科の養成訓練及び向上訓練においては、長期専門家及び短期専門家による技術

移転により指導員の技術レベルが向上し、機材の整備により訓練実施環境の改善と指導員の意識の向

上が見られた。また、需要に基づく訓練開発システムを確立するためのプロセスとして、市場ニーズ

調査、過去のインカム・ジェネレーション活動実績の分析、既存のカリキュラムの精査、実施体制に

対する提言が行われている。これらの活動はプロジェクト目標である需要に基づく訓練コースの確立

に結びつくものであり、有効性があると言える。 
ルアンシャTTIラジオ・テレビ修理科においては、向上訓練の実施に必要な機材及び過去に供与さ

れた機材の修理部品が供与され、向上訓練を実施するための設備環境が整えられている（但し、一部

回路図等のマニュアルの不備により十分活用されていない機材がある2）。同TTIには専門家は常駐し

ていないが、ほぼ毎月行われる専門家の巡回指導により、カブエTTIで実施中のカリキュラム検討作

業についての進捗報告が行われ、情報が共有されている。しかしながら、ルアンシャTTIには 2002
年度に予定されていた短期専門家（電気・電子機器修理）の派遣が安全上の理由により延期となった

ため、同分野の技術指導は行われていない（短期専門家は安全状況を再確認の上で 2003 年度に派遣

が検討される予定）。 
財政面において、カブエ TTI の一般会計では、訓練実施による授業料収入が 2002 年実績で歳入の

                                                        
2 マニュアルは、JICAザンビア事務所を取り通じて取りつけ手配済。 
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76％を占めており、政府からの予算配賦は 23％前後にとどまっている。別会計となる短期コース（向

上訓練）実施による収入は、一般及び特別会計全般比で 13％となっている。この財政状況は、カブ

エ TTI が提供する職業訓練コースが産業分野において一定のニーズを保っており、安定した授業料

収入を見込めるため可能となっている。本 A/C による同校訓練機材の整備、指導員の技術力向上は、

訓練内容の改善、それに伴う訓練生の確保、ひいては訓練生からの授業料収入に結びつき、プロジェ

クト目標の達成に有効に働いていると言える。 
以下に、カブエTTIの訓練生数を示す（表４－１、２）。また、歳入構造について、ルサカ職業訓

練校（VTC）との比較を表４－３に示す。ルサカVTCは、授業料が１ターム当たり 30 万クワチャ（約

7,500 円）であり、歳入を訓練コース実施外のインカム・ジェネレーション活動3で補っている。これ

に対し、カブエTTIの授業料は１ターム当たり 58 万クワチャ（約 14,500 円）であり、かつ訓練生の

数も多いため、より多くの授業料収入がある。政府予算配賦がルサカVTCの方が多いのは、ルサカ

VTCでは十分な授業料収入が見込めないためであり、学校の経営体力に応じ、政府予算の額が考慮さ

れているとの説明があった（カブエTTIの訓練コース実施の概要は付属資料１：ミニッツのAnnex5～
7、歳入歳出表は、同Annex13 を参照）。 
 

表４－１ カブエ TTI の通常コース（養成訓練）訓練生数（2002 年） 
（単位：人）  

部門（Department） 男性 女性 合計 
エンジニアリング部門 217 17 234 
建築部門 71 11 82 
秘書及びビジネス・スタディー 30 70 100 
合 計 318 98 416 

＊年間 3 ターム。各コースは 2 年毎に訓練生を募集する 

 

表４－２ カブエ TTI の短期コース（向上訓練）訓練生数（2002 年） 
（単位：人）  

実施コース名 男性 女性 合計 
ザンビア教育能力向上プログラム4（計 7 コース） 296 40 336 
その外の短期コース（計 18 コース） 33 1 34 
合 計 329 41 370 

 
表４－３ カブエ TTI とルサカ VTC の歳入状況の比較 

カブエ TTI（2002 年） ルサカ VTC（2003 年見込）  
クワチャ（百万） % クワチャ（百万） % 

政府予算配賦 165.1（約 410 万円） 20.4% 239.8（約 600 万円） 47.6% 
授業料収入 536.3（約 1,340 万円） 66.6% 57.2（約 140 万円） 11.4% 
インカム・ジェネレ

ーション活動収入 
105.0（約 260 万円） 13.0% 206.8（約 520 万円） 41.0% 

合計 806.4（約 2,010 万円） 100% 503.8（約 1,260 万円） 100% 

                                                        
3 ルサカVTC校長からのインタビューより、同校では訓練コース実施外において、机等の製造販売、学校食堂の開放、

養鶏など、幅広く行っているとのこと。 
4 Zambian Educational Capacity Building Programme (ZECAB)：ザンビア政府が、欧州連合(EU)の助成により、教育及び

職業訓練において、訓練機会の提供を推進するプログラム。 
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４－１－３ 効率性 
成果に対する投入の効率性に関し、質問票の回答結果によると、長期専門家の派遣時期、指導内容

は適当であると評価される。短期専門家（車両整備）による指導は、派遣時期の制約から、当初予定

していた計画のうち、電子燃料噴射システムのみしか行われなかったが、オートマチック車のトラン

スミッションシステム及び 終検査と据付方法については、長期専門家がその後指導を行っており、

必要な技術移転は完了する見込みである。 
カブエ TTI への機材供与に関しては、過去に供与された機材の修理部品を入れることにより、機

材の再活用が可能となり、過去に実施されたプロジェクトのフォローアップとしての役割を果たし、

効率よく機能改善が行われた。また、カブエ TTI には以前のプロジェクト期間中のカウンターパー

ト数名が今も在籍しており、過去に移転された技術を踏まえて、今回のアフターケアに取り組むこと

ができ、効率がよかったと言える。 
阻害要因として、治安悪化によるルアンシャ TTI への短期専門家（電気・電子機器修理）の派遣

延期及び同校ラジオ・テレビ修理科に供与された機材が一部マニュアルの不備により十分活用されて

いないことがあげられる。また、カブエ及びルアンシャの両 TTI において、プロジェクト現場関係

者（専門家及び C/P）と校長やマネージメント・ボード等運営側とのコミュニケーションが十分とは

言えず、プロジェクトと MSTVT 及び TEVETA 間で定期的な意見交換または書面での情報共有を図

るシステムが確立していなかったことが、効率性に対する阻害要因となったと言える。ザンビア側か

らは、MSTVTにも専門家を置いてプロジェクト運営が行われていればよかったとの声もあげられた。 
 

４－１－４ インパクト 
専門家の指導により、実習場の環境改善が図られた結果として、C/P の職業意識が高まり、教材や

機材の保守管理など、訓練の質の向上につながるなどのインパクトが見られた。 
ルアンシャ TTI では、専門家の助言により、現在のラジオ・テレビ修理科とオフィス機器修理科

を電子科という一つの科に統合し、より市場ニーズにあった訓練を提供しようとの構想を持つに至っ

た。この統合により、ラジオ・テレビの修理技術に加え、情報技術等の、より先進的な技術の指導が

可能となり、近年落ち込んでいる入学希望者数が増加することが期待される。なお、オフィス機器修

理科に関しては、2002 年度を持って閉講するよう TEVETA より指導があったが、既に 2003 年度の

生徒を受け入れた後であったため、2003 年度は開講されている。電子科は 2004 年以降、統合後の新

しいカリキュラムが TEVETA の認定を受け次第、開講される見込みである。 
上位目標にある他の訓練校への訓練システム（カリキュラム改善手法）の普及については、TEVETA

によって行われるものであるが、終了時評価時点では、TEVETA の本案件への関与が十分でないた

め、また手法自体も確立途上であるため、普及されていない。しかしながら、残りの協力期間に

TEVETA も加わったカリキュラム改善のための検討が行われることが確認されたため、手法が開発

され TEVETA による承認を得た後には、普及される見込みである。 
 
４－１－５ 自立発展性 
プロジェクトサイトであるカブエ及びルアンシャ TTI 両校の運営において、本 A/C の成果物であ

る需要に基づく訓練開発システムは不可欠のものであり、策定後も活用されていくものと思われる。

但し、インカム･ジェネレーション活動により得られる収益には限りがあり、また収益ばかり求めて

いると本来の訓練がおろそかになり、一定の技術レベルを保てなくなる恐れもある。インカム･ジェ
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ネレーション活動については、あくまでも訓練の一環として行えるものを中心に行うよう留意が必要

である。2002 年に、カブエ TTI においては学校運営費の不足が学生への福利厚生の低下に影響した

ことから、学生暴動に発展した経緯がある。今後、国からの予算配賦の増加は望めないため、学校運

営は授業料収入と他のインカム･ジェネレーション活動に頼ることとなるが、各 TTI に設置されたマ

ネージメント・ボードを中心にした質の高い訓練を提供するための学校経営に、より一層の工夫が求

められている。カブエ TTI については、TDP の枠内で実施される職業訓練施設の教材、資機材の補

助を行う Accelerated Programme（加速化プログラム）への申請を行い、それが受理されているが、こ

れはよりよい訓練を今後とも提供しようとの意思のあらわれであると言える。 
技術面における自立発展性において、カリキュラム改訂作業はこれまでカブエ TTI の C/P と専門

家との共同作業で進められてきており、その作業に必要な技術はカウンターパートに定着しつつある

と言える。したがって、今後も変わりゆく市場の需要に応じてカリキュラムの開発を行うことは可能

であるが、この技術をカブエ TTI のみにとどめるのではなく、カリキュラム開発の実施機関として

指定されている TEVETA に移転しなければ自立発展性があるとは言えない。終了時評価調査におけ

るザンビア側との協議において、今後カブエ TTI のカリキュラム改訂作業は TEVETA のカリキュラ

ム開発委員会と共同で取り組み、開発されたカリキュラム改善手法は TEVETA より他の職業訓練校

に普及されることが約束された。 
供与機材については、機材リストは存在するが、整備状況を記録した機材管理簿と保守管理に必要

な各機材の照会先リストはまだ作成されていない。これらは機材のメンテナンスに必須のものである

ため、専門家の助言により協力期間終了までに作成されることが確認された。 
公共職業訓練校が独立採算運営に移行し、政府より財政面において自立を求められる中で、需要に

基づく訓練開発システムの策定は今後ますます必要とされるものであり、活用された場合の持続性は

大きいと思われる。但し、他の職業訓練校への普及のためには、職業訓練校の統括組織であり、国家

レベルで職業訓練分野のカリキュラム策定の権限を持つ TEVETA が同訓練開発システムを認知し、

策定されたカリキュラムを承認することが必要である。したがって、プロジェクト終了までの間に、

同訓練開発システムの策定に関する TEVETA 側（特にカリキュラム開発チーム及び訓練基準部）と

の十分な意見調整が不可欠となる。 
 
４－１－６ 阻害・貢献要因の総合的検証 
（１）計画内容に関するもの 
 ① プロジェクトサイトの状況及び専門家の生活環境について 
プロジェクト開始時点でのカブエ TTI のインフラ及び機材の整備状況が悪く、訓練能力回復のた

めの活動に多くが費やされたため、同訓練開発システムの策定への着手が遅れた。また、プロジェク

トサイトには電話線が引かれておらず、専門家との連絡は携帯電話に限定され、ファックスや E メ

ールによる連絡ができない状況にあった。 
長期専門家赴任地であるカブエ市は、MSTVT や TEVETA、在外事務所のある首都ルサカより約

160km も離れたところに位置し、それら関係者との連絡を取りにくい状況にあった。水や電気、電話

線を引き、生活を立ち上げるまでに数ヶ月を要し、初期の専門家の活動に少なからず影響を及ぼした

と言える。A/C 計画時点で十分な環境調査が行われていれば、その弊害を 小限に押さえられていた

であろう。 
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② ザンビア側関係者の関与不足 
プロジェクト目標の達成のためには、職業訓練校の上部組織である MSTVT 及び TEVETA の関

与が不可欠であるが、調査時点ではほとんど関与がない状況であった。援助受入国側としての責任

の所在を明確にし、MSTVT 及び TEVETA の本 A/C への関与を引き出すための枠組み作りを、計

画段階または協力開始後の早い時期に十分に検討する必要があった。 
 

 ③ 日本側実施体制 
長期専門家１名のみの派遣であったことから、特にロジスティック面における業務の負担が専門

家、在外事務所双方にとって大きくなった。計画段階での事業内容を投入に応じた適切な規模に絞

る、あるいは、事業内容に応じた十分な投入計画を立てるべきであったと言える。 
 
（２）実施のプロセスに関するもの 

① モニタリング 
モニタリングに関しては、活動計画書（PO）が日本側、ザンビア側で共有されておらず、A/C

活動に対するザンビア側（MSTVT、TEVETA）の認識が不足していた。また、ザンビア側の大統

領選挙後の政府再編成とそれに伴う人事移動等により、担当者の交代に伴う引継ぎが十分行われて

いなかった。 
 
② コミュニケーション 
プロジェクト現場関係者（専門家及びカウンターパート）と各 TTI 校長やマネージメント・ボ

ード等運営側とのコミュニケーションは十分ではなかった。プロジェクト現場関係者と MSTVT 及

び TEVETA との間で進捗を確認するための会議または書面での報告についてもほとんど行われて

おらず、十分に情報が共有されていなかった。なお、専門家と各校の指導員間のコミュニケーショ

ンには問題は見られない。 
 
４－２ 結論 

本A/Cによる協力は、ザンビア政府の職業訓練分野における政策及び市場のニーズに即しており、

かつ日本の援助重点分野に合致し、技術的優位性も認められることから、妥当性は高いと言える。ア

フターケアという協力形態であったため、投入と活動は限定的なものであったが、過去に実施された

職業訓練拡充計画プロジェクト及びそのフォローアップの実績を活かし、特にカブエ TTI の訓練機

能を回復した上で指導員の技術の向上を図り、そこをモデルとして、カリキュラム改善手法の開発が

行われたことは評価される。一方で、プロジェクトの実施に関し、計画と実施体制に様々な課題を抱

えていることが、実施の阻害要因となったことは否めない。 
プロジェクト目標である需要に基づく訓練開発システムの策定は、協力期間終了時までに達成され

る見込みである。上位目標の達成に関しては、TEVETA がプロジェクトの成果を MSTVT 下の他の職

業訓練校･施設に普及させたために必要な措置をとっていくよう、ザンビア側の今後の動向を注視し

ていく必要がある。 
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第５章 提言と教訓 

 

５－１ 提言 
終了時評価調査の結果を踏まえて、次のような提言を日本側、ザンビア側の関係者に対して行った。 
 

（１）MSTVT、TEVETA との会議の開催 
これまで MSTVT、TEVETA とプロジェクト間の連携が十分にとられていないことが活動の阻

害要因となっていた。関係者間でプロジェクトの進捗管理、今後の方向性検討等を行うため、

MSTVT、TEVETA を含むプロジェクト関係者間で、より高い頻度で会議を実施することが望ま

れる。 
 

（２）カリキュラム改善活動への TEVETA の関与 
カブエ TTI 自動車科において進められている新カリキュラム開発は、国レベルのカリキュラ

ム改訂作業に関わるため、それを監督する TEVETA の関与が不可欠である。カリキュラム開発

は、TEVETA との共同で行われ、TEVETA によって完成されるべきである。 
 

（３） プロジェクト進捗報告書の提出 
プロジェクトに関し、MSTVT、TEVETA との意思の疎通が十分でなかったことについて、プ

ロジェクトからの定期報告がなされてこなかったことも一つの要因であると言える。関係者間の

協調とザンビア側の関与を促進するために、プロジェクトは MSTVT 及び TEVETA に対し、定

期的に進捗報告書を提出することが望まれる。 
 

（４） セミナーの開催 
ザンビア側カウンターパートと協力の上で、プロジェクトの成果普及を目的としてセミナーを

実施する（8 月頃を予定）。セミナーの対象者は MSTVT、TEVETA 及びプロジェクト関係者とし、

他の MSTVT 下職業訓練校・施設の校長、職業訓練分野の協力に関わる他ドナー等も考慮する。 
 
（５） 収支管理 

MSTVT からの予算が急激に減少したことにより、インカム・ジェネレーション活動による収

入はある程度収支バランスに貢献すると思われるが、インカム・ジェネレーション活動の推進は

あくまでも訓練に重きを置いた上で注意して行われるべきである。 
 

（６） マネージメント・ボードへの出席 
プロジェクトとマネージメント・ボード間のコミュニケーションを強化することが重要である。

そのために専門家はカブエ TTI 及びルアンシャ TTI のマネージメント・ボードに出席し、学校

運営の改善のための助言を行うことが望まれる。 
 

（７） 機材照会先リストの作成 
カブエ TTI 及びルアンシャ TTI において、機材のメンテナンス経費を確保するための収支管理
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を行い、機材のメンテナンスに努めるべきである。整備状況把握のための機材管理簿、故障した

場合に備えての照会先及びスペアパーツ調達先リストは協力期間終了時までに完成させること

が求められる。 
 
５－２ 教訓 
終了時評価調査結果に基づき、次の通り教訓が導出される。 
 

（１） 相手国側のとの連絡体制の構築 
本 A/C では、関係者間の調整、特に現場とプロジェクトの監督、所管機関である MSTVT、

TEVETA 側関係者との調整がうまく図られていなかったことが協力実施の阻害要因となっていた。

A/C 計画時（または開始早期）において実施要領の確認、関係者間での定期ミーティングの開催

や、その制度化等が具体的に検討されていれば、A/C はより効率的に運営できたであろうと考え

られる。 
 
（２） プロジェクト実施と支援に係る調整 

本 A/C は、投入量が限定された事業であるが、投入要素は通常のプロジェクトと同様であり、

それに付随する現地業務費の管理や供与機材の調達、短期専門家受入手続き等が必要とされた。

しかしながら、現地でロジスティック業務を行う支援要員は不在であり、個別専門家と同じく現

地事務所の支援を受けつつ、他は専門家１名で全てを行う必要があり、専門家及び在外事務所に

過度の負担が生じる結果となった。プロジェクトとして、その目標の達成と援助効果の十分な発

言を目指すためには、計画時において、内容や投入に見合った実施体制について十分に検討され

る必要がある。 
 
（３） プロジェクト内容の明確化 

本 A/C では、PDM は作成せずにプロジェクトのナラティブ･サマリー（要約）のみをマスター

プランとして適用している。しかし、マスタープランのみでは、成果をはかる指標の設定がない

ため、プロジェクトの内容が十分に明確にならない。 
複数の関係者が関与するプロジェクトにおいては、たとえ投入が限定された A/C であっても、

指標を作成し、プロジェクトの枠組みを明確にし、共通認識の下でプロジェクト運営をしていく

ことが重要である。 
 
（４） セクター・プログラムへの配慮 

他のアフリカ諸国と同様に、ザンビアでは主要開発分野においてセクター・プログラムが創設

されており、他ドナー間の協調が活発に進められている。職業訓練分野においては、TEVETA を

中心として TDP が展開されており、ザンビア側の関心もそこにあるため、プロジェクトの成果は

本 A/C 単独の事情ではなく、TDP の枠組みの中で評価されていくことは否定できない。したがっ

て、ザンビアのような国では、プロジェクト単位ではなく、セクター･プログラムの枠組みの中で

のプロジェクトの位置づけを考えることが重要である。今後、セクター･プログラムにおける日本

の技術協力の優位性を確保するためには、そのような背景を十分に検討して事業を計画するとと

もに、実施期間中も変わりゆく動向を把握することが求められる。

- 22 - 



 

付 属 資 料 

 
 
 

１．ミニッツ 

Annex 1 マスタープラン 

Annex 2 活動計画書（PO） 

Annex 3 活動・投入実績 

Annex 4 プロジェクト活動計画、進捗状況表 

Annex 5 カブエ TTI 全訓練コース実績 

Annex 6  養成訓練実績（カブエ・ルアンシャ TTI 訓練生数、卒業試験結果、卒業生就職状

況） 

Annex 7 向上訓練実績（カブエ TTI コース一覧、訓練生数、受注先企業） 

Annex 8 カブエ TTI インカム・ジェネレーション活動実績 

Annex 9 委員会活動（カリキュラム改善委員会、マネージメントボード） 

Annex 10 評価グリッド 

Annex 11 組織図 

Annex 12 MSTVT 下職業訓練施設一覧 

Annex 13 カブエ TTI 歳入歳出表 

 

２．評価グリッド（調査結果表） 

 

３．収集文献・資料一覧 

 

４．カリキュラム開発を巡る動向 

  



 

  



Administrator
テキストボックス
付属資料 １




















	表紙
	目次
	評価調査結果要約表
	第１章　終了時評価調査の概要
	１－１　調査団派遣の経緯と目的
	１－２　調査団の構成と調査期間

	第２章　終了時評価の方法
	２－１　マスタープラン
	２－２　主な調査項目と情報・データ収集方法

	第３章　調査結果
	３－１　現地調査結果
	３－１－１　文献資料収集
	３－１－２　質問表の回収
	３－１－３　インタビューの実施

	３－２　プロジェクトの実績
	３－２－１　投入の実績
	３－２－２　成果の達成状況
	３－２－３　プロジェクト目標の達成状況
	３－２－４　上位目標の達成状況

	３－３　プロジェクトの実施プロセス

	第４章　評価結果
	４－１　評価５項目の評価結果
	４－１－１　妥当性
	４－１－２　有効性
	４－１－３　効率性
	４－１－４　インパクト
	４－１－５　自立発展性
	４－１－６　阻害・貢献要因の総合的検証

	４－２　結論

	第５章　提言と教訓
	５－１　提言
	５－２　教訓

	付　属　資　料
	１．ミニッツ
	The Attached Document




<<
  /ASCII85EncodePages false
  /AllowTransparency false
  /AutoPositionEPSFiles true
  /AutoRotatePages /All
  /Binding /Left
  /CalGrayProfile (Gray Gamma 2.2)
  /CalRGBProfile (None)
  /CalCMYKProfile (None)
  /sRGBProfile (sRGB IEC61966-2.1)
  /CannotEmbedFontPolicy /Warning
  /CompatibilityLevel 1.5
  /CompressObjects /Tags
  /CompressPages true
  /ConvertImagesToIndexed true
  /PassThroughJPEGImages false
  /CreateJDFFile false
  /CreateJobTicket false
  /DefaultRenderingIntent /Default
  /DetectBlends true
  /ColorConversionStrategy /UseDeviceIndependentColor
  /DoThumbnails false
  /EmbedAllFonts false
  /EmbedJobOptions true
  /DSCReportingLevel 0
  /EmitDSCWarnings false
  /EndPage -1
  /ImageMemory 1048576
  /LockDistillerParams false
  /MaxSubsetPct 100
  /Optimize true
  /OPM 1
  /ParseDSCComments true
  /ParseDSCCommentsForDocInfo false
  /PreserveCopyPage true
  /PreserveEPSInfo false
  /PreserveHalftoneInfo true
  /PreserveOPIComments false
  /PreserveOverprintSettings true
  /StartPage 1
  /SubsetFonts true
  /TransferFunctionInfo /Apply
  /UCRandBGInfo /Preserve
  /UsePrologue false
  /ColorSettingsFile ()
  /AlwaysEmbed [ true
    /FutoGoB101Pro-Bold
    /FutoMinA101Pro-Bold
    /GothicBBBPro-Medium
    /MS-Gothic
    /MS-Mincho
    /MS-PGothic
    /MS-PMincho
    /RyuminPro-Light
    /ShinGoPro-Bold
    /ShinGoPro-Medium
    /TimesNewRomanPSMT
  ]
  /NeverEmbed [ true
  ]
  /AntiAliasColorImages false
  /DownsampleColorImages false
  /ColorImageDownsampleType /Bicubic
  /ColorImageResolution 100
  /ColorImageDepth -1
  /ColorImageDownsampleThreshold 1.50000
  /EncodeColorImages true
  /ColorImageFilter /DCTEncode
  /AutoFilterColorImages true
  /ColorImageAutoFilterStrategy /JPEG
  /ColorACSImageDict <<
    /QFactor 0.76
    /HSamples [2 1 1 2] /VSamples [2 1 1 2]
  >>
  /ColorImageDict <<
    /QFactor 1.30
    /HSamples [2 1 1 2] /VSamples [2 1 1 2]
  >>
  /JPEG2000ColorACSImageDict <<
    /TileWidth 256
    /TileHeight 256
    /Quality 10
  >>
  /JPEG2000ColorImageDict <<
    /TileWidth 256
    /TileHeight 256
    /Quality 10
  >>
  /AntiAliasGrayImages false
  /DownsampleGrayImages true
  /GrayImageDownsampleType /Bicubic
  /GrayImageResolution 150
  /GrayImageDepth -1
  /GrayImageDownsampleThreshold 1.50000
  /EncodeGrayImages true
  /GrayImageFilter /DCTEncode
  /AutoFilterGrayImages true
  /GrayImageAutoFilterStrategy /JPEG
  /GrayACSImageDict <<
    /QFactor 0.76
    /HSamples [2 1 1 2] /VSamples [2 1 1 2]
  >>
  /GrayImageDict <<
    /QFactor 1.30
    /HSamples [2 1 1 2] /VSamples [2 1 1 2]
  >>
  /JPEG2000GrayACSImageDict <<
    /TileWidth 256
    /TileHeight 256
    /Quality 10
  >>
  /JPEG2000GrayImageDict <<
    /TileWidth 256
    /TileHeight 256
    /Quality 10
  >>
  /AntiAliasMonoImages true
  /DownsampleMonoImages true
  /MonoImageDownsampleType /Bicubic
  /MonoImageResolution 300
  /MonoImageDepth 8
  /MonoImageDownsampleThreshold 1.50000
  /EncodeMonoImages true
  /MonoImageFilter /CCITTFaxEncode
  /MonoImageDict <<
    /K -1
  >>
  /AllowPSXObjects true
  /PDFX1aCheck false
  /PDFX3Check false
  /PDFXCompliantPDFOnly false
  /PDFXNoTrimBoxError true
  /PDFXTrimBoxToMediaBoxOffset [
    0.00000
    0.00000
    0.00000
    0.00000
  ]
  /PDFXSetBleedBoxToMediaBox true
  /PDFXBleedBoxToTrimBoxOffset [
    0.00000
    0.00000
    0.00000
    0.00000
  ]
  /PDFXOutputIntentProfile ()
  /PDFXOutputCondition ()
  /PDFXRegistryName (http://www.color.org)
  /PDFXTrapped /Unknown

  /Description <<
    /ENU (Use these settings to create PDF documents with minimum image resolution and no font embedding. The PDF documents can be opened with Acrobat and Reader 5.0 and later.)
    /FRA <>
    /DEU <>
    /PTB <>
    /DAN <>
    /NLD <>
    /ESP <>
    /SUO <>
    /ITA <>
    /NOR <>
    /SVE <>
    /KOR <FEFFcd5cc18c0020d574c0c1b3c40020c774bbf8c9c0b97c0020c0acc6a9d558ace00020ae00af340020ae30b2a5c7440020d3ecd568d558c9c00020c54aace000200050004400460020bb38c11cb97c0020b9ccb4e4b824ba740020c7740020c124c815c7440020c0acc6a9d558c2edc2dcc624002e0020c7740020c124c815c7440020c0acc6a9d558c5ec0020b9ccb4e000200050004400460020bb38c11cb2940020004100630072006f0062006100740020bc0f002000520065006100640065007200200035002e00300020c774c0c1c5d0c11c0020c5f40020c2180020c788c2b5b2c8b2e4002e>
    /CHS <FEFF4f7f75288fd94e9b8bbe7f6e521b5efa76840020005000440046002065876863ff0c5c065305542b67004f4e768456fe50cf52068fa87387800c4e144e0d5d4c51655b574f5330028be5002000500044004600206587686353ef4ee54f7f752800200020004100630072006f00620061007400204e0e002000520065006100640065007200200035002e00300020548c66f49ad87248672c62535f003002>
    /CHT <FEFF4f7f752890194e9b8a2d5b9a5efa7acb76840020005000440046002065874ef65305542b67005c0f76845f7150cf89e367905ea6ff0c4e264e144e0d5d4c51655b57578b3002005000440046002065874ef653ef4ee54f7f75280020004100630072006f0062006100740020548c002000520065006100640065007200200035002e0030002053ca66f465b07248672c4f86958b555f3002>
    /JPN <FEFF3053306e8a2d5b9a306f300130d530a930f330c8306e57cb30818fbc307f3092884c308f305a3001753b50cf89e350cf5ea6308267004f4e9650306b62913048305f00200050004400460020658766f830924f5c62103059308b3068304d306b4f7f75283057307e305930023053306e8a2d5b9a30674f5c62103057305f00200050004400460020658766f8306f0020004100630072006f0062006100740020304a30883073002000520065006100640065007200200035002e003000204ee5964d30678868793a3067304d307e30593002>
  >>
>> setdistillerparams
<<
  /HWResolution [600 600]
  /PageSize [612.000 792.000]
>> setpagedevice




